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(株式会社熊本ファミリー銀行) 

(1) 財務諸表 

①  貸借対照表  

 財務諸表等

(単位：百万円)

   
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

資産の部  
 現金預け金 25,214 22,469
  現金 23,799 21,248
  預け金 ※9   1,414 ※9   1,220
 コールローン 6,882 11,236
 買入金銭債権 75 48
 有価証券 ※1, ※2, ※9, ※16   227,782 ※1, ※2, ※9, ※16   221,396
  国債 144,970 159,354
  地方債 851 283
  社債 67,419 52,383
  株式 14,326 9,231
  その他の証券 214 144
 貸出金 ※3, ※4, ※5, ※6, ※7   926,237 ※3, ※4, ※5, ※6, ※7   863,755
  割引手形 ※8   9,513 ※8   5,756
  手形貸付 91,118 58,528
  証書貸付 769,866 745,982
  当座貸越 ※10   55,738 ※10   53,487
 外国為替 613 503
  外国他店預け 613 502
  買入外国為替 ※8   0 ※8   0
 その他資産 7,904 13,577
  未決済為替貸 282 －
  前払費用 2,855 27
  未収収益 1,822 1,659
  金融派生商品 259 281
  その他の資産 ※9   2,684 ※9   11,609
 有形固定資産 ※12, ※13   17,660 ※12, ※13   19,644
  建物 3,397 3,550
  土地 ※11   12,897 ※11   13,264
  リース資産 － 1,745
  建設仮勘定 － 239
  その他の有形固定資産 ※11   1,365 ※11   845
 無形固定資産 1,295 6,579
  ソフトウエア 503 6,431
  その他の無形固定資産 791 148
 繰延税金資産 21,943 18,529
 支払承諾見返 ※16   12,327 ※16   9,894
 貸倒引当金 ※7   △26,766 ※7   △8,881

 資産の部合計 1,221,170 1,178,755
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(単位：百万円)

    
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

負債の部  
 預金 1,121,103 1,078,219
  当座預金 22,693 22,670
  普通預金 366,830 371,776
  貯蓄預金 4,203 3,826
  通知預金 2,686 2,067
  定期預金 701,907 655,573
  定期積金 3,839 2,109
  その他の預金 18,941 ※9   20,195
 譲渡性預金 － 1,500
 コールマネー ※9   10,000 ※9   3,600
 債券貸借取引受入担保金 ※9   17,358 ※9   10,101
 借用金 10,000 －
  借入金 ※14   10,000 －
 外国為替 6 4
  売渡外国為替 6 4
 社債 ※15   35,500 ※15   10,000
 その他負債 7,748 10,618
  未決済為替借 389 －
  未払法人税等 113 97
  未払費用 4,363 3,914
  前受収益 941 798
  従業員預り金 327 －
  給付補てん備金 4 7
  金融派生商品 534 1,182
  リース債務 － 1,792
  その他の負債 1,074 2,825
 睡眠預金払戻損失引当金 187 440
 その他の偶発損失引当金 160 153
 再評価に係る繰延税金負債 ※11   2,107 ※11   2,061
 支払承諾 ※16   12,327 ※16   9,894

 負債の部合計 1,216,500 1,126,593

純資産の部  
 資本金 14,980 47,802
 資本剰余金 6,249 47,802
  資本準備金 6,249 47,802
 利益剰余金 △15,626 △42,909
  その他利益剰余金 △15,626 △42,909
   繰越利益剰余金 △15,626 △42,909

 株主資本合計 5,604 52,694
 その他有価証券評価差額金 △1,758 △1,289
 土地再評価差額金 ※11   824 ※11   756

 評価・換算差額等合計 △933 △532

 純資産の部合計 4,670 52,161

負債及び純資産の部合計 1,221,170 1,178,755
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平成20年６月24日

株式会社福岡銀行 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社福岡銀行の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社福岡銀行及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

追記情報 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(1)に記載のとおり、会社は当連結会計年度から対

顧客関連デリバティブ取引につき表示方法を変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  喜 多 村  教 證   ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  工  藤  雅  春  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管しておりま

す。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月22日

株式会社福岡銀行 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社福岡銀行の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社福岡銀行及び連結子会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  行  正  晴  實  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管しておりま

す。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月24日

株式会社福岡銀行 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社福岡銀行の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第97期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社福岡銀行の平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針１に記載のとおり、会社は当事業年度から対顧客関連デリバティブ取引につき表示方法を

変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                               以 上 

独立監査人の監査報告書

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  喜 多 村  教 證    ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  工  藤  雅  春  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管しておりま

す。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月22日

株式会社福岡銀行 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社福岡銀行の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第98期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社福岡銀行の平成21年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                               以 上 

 
  

独立監査人の監査報告書

 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  行  正  晴  實  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管しておりま

す。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

─ 214 ─



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第２項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社福岡銀行 

【英訳名】 THE BANK OF FUKUOKA, LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取 谷  正 明 

【最高財務責任者の役職氏名】        ― 

【本店の所在の場所】 福岡市中央区天神二丁目13番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社福岡銀行東京支店 

 （東京都中央区八重洲二丁目８番７号） 

 （注）東京支店は、金融商品取引法の規定による縦覧場所ではありま

せんが、投資者の便宜のため縦覧に供する場所としておりま

す。 

  



当社代表取締役頭取 谷 正明は、当行の第98期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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